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最高裁平成26年３月28日第２小法廷判決・刑集63巻３号582頁，最高裁平成26
年３月28日第２小法廷決定・刑集63巻３号646頁
１．問題の所在と考察の視点
施設側が利用されたくないと考えている者がその属性を秘して（あるいは偽っ
て）施設を利用した場合，利用後に相当対価を支払っても，詐欺罪が成立するだろ
うか。
平成28年３月28日，最高裁は，暴力団員によるゴルフ場の利用について，詐欺罪
の成否めぐる重要な判断を示したⅰ。しかも，暴力団員がその身分を秘してゴルフ場
を利用し，後に施設利用料金を支払った点では両事案とも同様であるにもかかわら
ず，詐欺罪については，肯定と否定とに別れたのである。このことから，最高裁は
身分の秘匿による施設利用事案については，外形的行為が同じように見えても，事
実関係によって詐欺罪の成否が区別されることを明らかにしたといえよう。
本稿では，同様の事案である二つの判例を相互比較して検討し，身分の秘匿によ
る施設利用事案について，どのような基準・要件で詐欺罪の成否が異なると判断し
ているのかを明らかにすることを目的とする。その上で，相当対価を支払った場合
における２項詐欺罪の成否について，検討を加える。
２．最高裁平成26年3月28日判決・刑集63巻3号582頁（詐欺罪否定）−①事件
【事実の概要】
最高裁が是認するところの下級審が認めた本件の事実は，以下のようである。
⑴ 被告人Ａは，Ｄと共謀の上，平成23年８月15日，宮崎市内所在のＢ倶楽部に
おいて，同倶楽部は，そのゴルフ場の利用細則等により暴力団員の利用を禁止
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しているにもかかわらず，真実は，被告人及びＤが暴力団員であるのにそれを
秘し，同倶楽部の従業員に対し，Ｄにおいて「Ｄ」と署名した「ビジター受付
表」を，被告人Ａにおいて「Ａ」と署名した「ビジター受付表」を，それぞれ
提出して被告人及びＤが暴力団員ではないと誤信させ，よって被告人及びＤと
同倶楽部との間でゴルフ場利用契約を成立させた上，被告人及びＤにおいて，
同倶楽部の施設を利用し，もって，人を欺いて財産上不法の利益を得た。
⑵ 同様に，被告人Ａは，Ｅと共謀の上，同年９月28日，同市内所在のＣクラブ
において，同クラブは，そのゴルフ場利用約款等により暴力団員の利用を禁止
しているにもかかわらず，真実は，被告人が暴力団員であるのにそれを秘し，
被告人において，同クラブの従業員に対し，「Ａ」と署名した「ビジター控え」
を提出して被告人による施設利用を申し込み，従業員をして，被告人が暴力団
員ではないと誤信させ，よって，被告人と同クラブとの間にゴルフ場利用契約
を成立させた上，被告人において，同クラブの施設を利用し，もって，人を欺
いて財産上不法の利益を得た。
本件では，以下の事実関係が認められている。
ⅰ 被告人は，暴力団員であったが，Ｄらと共に，平成23年８月25日，予約した
Ｂ倶楽部に行き，フロントにおいて備付けの『ビジター受付表』に氏名，住所，
電話番号等を偽りなく記入し，ゴルフ場の施設利用を申し込んだ。その際，同
受付表に暴力団関係者であるか否かを確認する欄はなく，その他暴力団関係者
でないことを誓約させる措置は講じられていなかったし，暴力団関係者でない
かを従業員が確認したり，被告人らが自ら暴力団関係者でない旨虚偽の申出を
したりすることもなかった。被告人らは，同クラブの施設を利用した後，利用
料金等を支払った。なお，Ｂ倶楽部は会員制のゴルフ場であるが，会員又はそ
の同伴者，紹介者に限定することなく，ビジター利用客のみによる施設利用を
認めていた。
ⅱ Ｅにゴルフに誘われた被告人Ａは，同年９月28日，Ｃクラブに行き，フロン
トにおいて，備付けの「ビジター控え」に氏名を偽りなく記入し，ゴルフ場の
施設利用を申し込んだ。その際，同控えには暴力団関係者であるか否かを確認
する欄はなく，その他暴力団関係者でないことを誓約させる措置は講じられて
いなかった。また，暴力団関係者でないかを従業員が確認したり，被告人らが
自ら暴力団関係者でない旨の虚偽の申出をしたりすることもなかった。被告人
Ａは，Ｅらと共に同クラブの施設を利用した後，自己の利用料金等を支払った。
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なお，Ｃクラブは，会員制のゴルフ場で，原則として，会員又はその同伴者，
紹介者に限り，施設利用を認めていた。
ⅲ Ｂ倶楽部及びＣクラブは，いずれもゴルフ場利用細則又は約款で暴力団関係
者の施設利用を拒絶する旨規定しており，九州ゴルフ場連盟，宮崎県ゴルフ場
防犯協会に加盟した上，クラブハウス出入り口には「暴力団関係者の立入りプ
レーはお断りします」などと記載された立て看板を設置するなどして暴力団関
係者による施設利用を拒絶する意向を示していた。しかし，それ以上に利用客
に対して暴力団関係者でないことを確認する措置は講じていなかった。また，
本件各ゴルフ場と同様に暴力団関係者の施設利用を拒絶する旨の立て看板を設
置している周辺のゴルフ場において，暴力団関係者の施設利用を許可，黙認す
る例が多数あり，被告人らも同様の経験をしていたというのであって，本件当
時，警察等の指導を受けて行われていた暴力団排除活動が徹底されていたわけ
ではない。
１審ⅱは，宮崎県内のゴルフ場では暴力団関係者によるゴルフ場の利用を禁止する
方針が出されており，これを被告人らが十分に認識していたという事情の下では，
「社会生活上許容され得るような他人の不知や錯誤を利用した事案と見るのではな
く」，「自己が少なくとも暴力団員でない正規の利用客であるという積極的な意思表
示を伴うものであったと合理的に評価することができ，しかも暴力団員による利用
であるか否かは，判示各従業員において，当該ゴルフ施設の利用という利便提供の
判断の基礎となる重要な事項であったというべき」とし，「自己が暴力団員である
のにこれを秘して判示各従業員に対して当該ゴルフ場の利用を申し込む行為は，い
わゆる挙動による欺罔行為として，詐欺罪にいう人を欺く行為にほかならず，これ
によりその利便の提供を受けた行為は刑法246条２項の詐欺罪を構成」するとして，
被告人を懲役１年６月，３年間の執行猶予に処した。
２審ⅲにおいても，「本件各ゴルフ施設において暴力団員の立ち入りやプレーを禁
ずることは，本件各ゴルフ施設の経営上重要な事項であり，利用申込者が暴力団忌
んでないという属性は，本件各ゴルフ施設が利用者の申込みに応じて施設利用契約
を締結するか否かの判断において重要な事項であ」る。本件各ゴルフ施設が暴力団
員の立入を拒絶していることは社会的に周知されていたと考えられるとし，ゴルフ
場の「利用を申し込むことができる者は，暴力団員でないものに限られ」，それゆ
え被告人らが「暴力団員であるという属性を秘して利用申込みをする行為は，自ら
がそのような属性を有しないものであることを示して申込みしたのであり，挙動に
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よる欺罔行為といえる」として，１審判決を是認し，控訴が棄却された。
これに対し，被告弁護人は，判例違反，憲法違反などを主張して上告した。
最高裁は，被告人らの上告は上告理由に当たらないとしつつも，職権によって調
査し，原判決を破棄し，無罪とした。
【判旨】
「上記の事実関係の下においては，暴力団関係者であるビジター利用客が，暴力
団関係者であることを申告せずに，一般の利用客と同様に，氏名を含む所定事項を
偽りなく記入した『ビジター受付表』等をフロント係の従業員に提出して施設利用
を申し込む行為自体は，申込者が当該後留上の施設を通常の方法で利用し，利用後
に所定の料金を支払う旨の意思を表すものではあるが，それ以上に申込者が当然に
暴力団関係者でないことまで表しているとは認められない。そうすると，本件にお
ける被告人及びＤによる本件各ゴルフ場の各施設利用申込み行為は，詐欺罪にいう
人を欺く行為には当たらないというべきである。」
「Ｃクラブの施設利用についても，ビジター利用客である被告人による申込み行
為自体が実行行為とされており，会員であるＥの予約等の存在を前提としているが，
この予約等に同伴者が暴力団関係者でないことの保証の趣旨を明確に読み取れるか
は疑問もあり，また，被告人において，Ｅに働きかけて予約等をさせたわけではな
く，その他このような予約等がされている状況を積極的に利用したという事情も認
められない。これをもって自己が暴力団関係者でないことの意思表示まで包含する
挙動があったと評価することは困難である。」
なお，本判決には，Ｃクラブ事件について，小貫芳信裁判官の反対意見がある。
３．最高裁平成26年3月28日判決・刑集63巻3号646頁（詐欺罪肯定）−②事件
【事実の概要】
最高裁によると，本件の事実は以下のようである。
暴力団員である被告人が，本件ゴルフ倶楽部の会員であるＹと共謀の上，平成22
年10月13日，長野県内のゴルフ倶楽部において，同倶楽部は，そのゴルフ場利用約
款等により暴力団員の入場及び施設利用を禁止しているにもかかわらず，真実は被
告人が暴力団員であるのにそれを秘し，Ｙにおいて，同倶楽部従業員に対し，「Ｘ」
等と記載した組合せ表を提出し，被告人の署名簿への代書を依頼するなどして，被
告人が暴力団員ではない誤信させ，よって被告人と同倶楽部との間でゴルフ場利用
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契約を成立させた上，被告人において同倶楽部の施設を利用し，もって，人を欺い
て財産上不法の利益を得た。
本件では，以下の事実関係が認められている。
ⅰ 本件ゴルフ倶楽部では，暴力団員及びこれと交友関係のある者の入会を認め
ておらず，入会の際には，「暴力団または暴力団員との交友関係がありますか」
という項目を含むアンケートヘの回答を求めるとともに，「私は，暴力団等と
は一切関係ありません。また，暴力団関係者等を同伴・紹介して貴倶楽部に迷
惑をおかけするようなことはいたしません」と記載された誓約書に署名押印さ
せた上，提出させていた。ゴルフ場利用約款でも，暴力団員の入場及び施設利
用を禁止していた。共犯者のＹは，平成21年６月頃，本件ゴルフ倶楽部の入会
審査を申請した際，上記アンケート項目に対し，「ない」と回答した上，上記
誓約書に署名押印して提出し，同倶楽部の会員となった。
ⅱ 被告人は，暴力団員であり，長野県内のゴルフ場では暴力団関係者の施設利
用に厳しい姿勢を示しており，施設利用を拒絶される可能性があることを認識
していたが，Ｙから誘われ，本件当日，その同伴者として，本件ゴルフ倶楽部
を訪れた。
本件ゴルフ倶楽部のゴルフ場利用約款では，他のゴルフ場と同様，利用客は，
会員，ビジターを問わず，フロントにおいて，「ご署名簿」に自署して施設利
用を申し込むこととされていた。しかし，Ｙは，施設利用の申込みに際し，被
告人が暴力団員であることが発覚するのを恐れ，その事実を申告せず，フロン
トにおいて，自分については，「ご署名簿（メンバー）」に自ら署名しながら，
被告人ら同伴者5名については，事前予約の際に本件ゴルフ倶楽部で用意して
いた「予約承り書」の「組合せ表」欄に，氏名又は名を交錯させるなどして乱
雑に書き込んだ上，これを同倶楽部従業員に渡して「ご署名簿」への代書を依
頼するという異例な方法をとり，被告人がフロントに赴き署名しないで済むよ
うにし，被告人分の施設利用を申込み，会員の同伴者である以上暴力団関係者
は含まれていないと信じた同倶楽部従業員をして施設利用を許諾させた。なお，
Ｙは，申込みの際，同倶楽部従業員から同伴者に暴力団関係者がいないか改め
て確認されたことはなく，自ら同伴者に暴力団関係者はいない旨の虚偽の申出
をしたこともなかった。
他方，被告人は，妻と共に本件ゴルフ倶楽部に到着後，クラブハウスに寄ら
ず，車をゴルフ場内の練習場の近くに止めさせ，直接練習場に行って練習を始
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め，妻から「エントリーせんでええの。どこでするの」と尋ねられても，その
まま放置し，Ｙに施設利用の申込みを任せていた。その後，結局フロントに立
ち寄ることなく，クラブハウスを通過し，プレーを開始した。なお，被告人の
施設利用料金等は，翌日，Ｙがクレジットカードで精算している。
ⅲ ゴルフ場が暴力団関係者の施設利用を拒絶するのは，利用客の中に暴力団
関係者が混在することにより，一般利用客が畏怖するなどして安全，快適なプ
レー環境が確保できなくなり，利用客の減少につながることや，ゴルフ倶楽部
としての信用，格付け等が損なわれることを未然に防止する意図によるもので
あって，ゴルフ倶楽部の経営上の観点からとられている措置である。
本件ゴルフ倶楽部においては，ゴルフ場利用約款で暴力団員の入場及び施設
利用を禁止する旨を規定し，入会審査に辺り上記のとおり暴力団関係者を同伴，
紹介しない旨誓約させるなどの方策を講じていたほか，長野県防犯協議会事務
局から提供される他の加盟ゴルフ場による暴力団排除情報をデータベース化し
た上，予約時又は受付時に利用客の氏名がそのデータベースに登録されていな
いか確認するなどして暴力団関係者の利用を未然に防いでいたところ，本件に
おいても，被告人が暴力団員であることが分かれば，その施設利用に応じるこ
とはなかった。
１審ⅳは，施設利用者が暴力団員であるかどうかは，「営業上重要な事項」であり，
これを「秘して上記申込みを行う行為は，人を欺く行為にほかならない」としつつ
も，被告人が暴力団員であることがゴルフ倶楽部の施設利用についての「基礎とな
る重要な事項であることを認識していたとまでは認められない」とし，詐欺罪の故
意が認められないことを理由として，詐欺罪の成立を否定した。
２審ⅴは，詐欺罪の故意について，「被告人が，自分が暴力団構成員であることが
発覚すると本件ゴルフ倶楽部から入場や施設利用を拒絶されること（欺罔対象事項
の重要性），及び，それを承知しながら，Ｙが，その情を秘すなどそれが露見しな
いような手段を用いてゴルフ場利用契約締結すること（実行行為についての認識）
のそれぞれにつき，少なくとも未必的認識があればたりるというべき」とした。そ
の上で，関係証拠から被告人には「本件詐欺の犯意及びこれを基礎としたＹとの共
謀は優に認めることができる」として，１審を破棄し，詐欺罪の成立を肯定し，被
告人に懲役１年６月，執行猶予３年を言い渡した。
これに対し，被告弁護人は，相当対価を支払ってゴルフプレーをする場合に暴力
団関係者であることを秘することで詐欺罪を構成するのは判例違反であるなどと主
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張して，上告した。
最高裁は，被告人の上告は上告理由に当たらないとして上告を棄却したが，詐欺
罪の成否について職権による判断を示した。
【決定要旨】
「以上のような事実関係からすれば，入会の際に暴力団関係者の同伴，紹介をし
ない旨誓約していた本件ゴルフ倶楽部の会員であるＹが同伴者の施設利用を申し込
むこと自体，その同伴者が暴力団関係者でないことを保証する旨の意思を表してい
る上，利用客が暴力団関係者かどうかは，本件ゴルフ倶楽部の従業員において施設
利用の拒否の判断の基礎となる重要な事項であるから，同伴者が暴力団関係者であ
るのにこれを申告せずに施設利用を申し込む行為は，その同伴者が暴力団関係者で
ないことを従業員に誤信させようとするものであり，詐欺罪にいう人を欺く行為に
ほかならず，これによって施設利用契約を成立させ，Ｙと意を通じた被告人におい
て施設利用をした行為が刑法246条2項の詐欺罪を構成することは明らかである。」
なお，本決定には，小貫芳信裁判官の意見がある。
４．評釈
⑴　両判例における詐欺罪成否の判断基準と差異
上記の二つの判例は，ともに暴力団員による身分の秘匿による施設利用事案につ
いて，詐欺罪の成否を判断した事例判断である。身分を秘匿して施設を利用し，そ
の後に相当対価を支払った事案について，詐欺罪の成立を認める場合と，認めない
場合とを示したという意味で重要な意義がある。
詐欺罪の成立には，客観的には，人を欺く行為（欺罔行為）が行われ，欺罔行為
によって被害者が錯誤に陥り，そのために財物交付ないし財産処分が行われたこと
が必要である。主観的要件としては，詐欺罪の故意が必要である。また，学説にお
いては，詐欺罪における財産的損害を要すべきかどうか，そうであれば財産的損害
をどのように理解するかについて争われているⅵ。
先にも指摘したように，犯罪事実としての行為には，いずれの事件においても際
だって特徴的な相違はないように思える。しかしながら，最高裁の判断としては，
①事件では詐欺罪が否定され，②事件では詐欺罪が肯定されている。詐欺罪の成立
を否定した①事件では，最高裁に至るまでの１審，２審では詐欺罪の成立が肯定さ
れている。一方，②事件では１審で詐欺罪の成立が否定されたが，２審，最高裁で
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は詐欺罪の成立が肯定されている。①事件，②事件ともに，審理の過程でもその成
否の判断が分かれていることから，身分の秘匿による施設利用事案についての詐欺
罪の成否は，個別事案毎に要件を満たすかどうか慎重に判断されているものと考え
られる。
二つの最高裁による結論の差異は，①事件では，「本件における被告人及びＤに
よる本件各ゴルフ場の各施設利用申込み行為は，詐欺罪にいう人を欺く行為には当
たらない」とし，②事件では，「同伴者が暴力団関係者であるのにこれを申告せず
に施設利用を申し込む行為は，その同伴者が暴力団関係者でないことを従業員に誤
信させようとするものであり，詐欺罪にいう人を欺く行為にほかなら」ないとした
点にある。判断の差異は，「欺く行為」と認められるかどうかにかかっていること
が明らかと言えよう。このことから，この二つの最高裁判断における重要な問題点
の一つとして，「欺く行為」の判断基準・要素が上げられる。最高裁においても，
判決ないし決定理由の中に，諸事情についての詳細な記載があり，これが「欺く行
為」の認定に影響を与えている。身分の秘匿による施設利用事案において，欺罔行
為がどのような基準に基づいて認められるのか，検討を要する。
一方，②事件の１審と原審とでは，詐欺罪の故意を認めるかどうかについて，判
断の相違が見られる。①事件では１審，原審と詐欺罪の故意が認められてきており，
ここでの詐欺罪の故意と，②事件とで何か相違が見られるか，検討する必要がある。
また，①事件の最高裁は，前述のように，「欺く行為」を認めなかったのであるが，
判旨に現れてはいないものの，この判断が詐欺罪の故意に何らかの影響を受けてい
るのかどうか考察する価値があるように思われる。
学説からは，身分の秘匿による施設利用事案については財産的損害を認めるべき
ではなく，したがって，本件事案のような場合に詐欺罪の成立を認めるべきではな
いとの主張も見られるⅶ。財産的損害を独立の成立要件として認めるべきではないと
の見解も見られるⅷが，実質的な財産的損害を要求しているのであれば，同様の批判
を行うことになるように思われる。一方，判例の立場が財産的損害を全く不要とし
ているのかについては疑問の余地あるようにも思われる。
上述の問題点について，個々に検討を加えてみよう。
⑵　身分を秘しての申込み行為と「欺く行為」との関係
詐欺罪における「欺く行為（欺罔行為）」とは，人を欺いて錯誤に陥れる行為を
言い，その手段に制限はないものと解されるⅸ。この点，最高裁は，「欺く行為」を
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財産的処分行為の判断の基礎となる重要事項を偽ることと定義しⅹ，「欺く行為」の
判断に際し，「重要事項」かどうかの判断が行われる点にその特徴を認めることが
できる。
「欺く行為」は，言動や一定の動作・行動でも認められるし，その行為が作為で
も不作為でも認められる。作為による欺罔行為は，積極的に被害者を欺く行為が認
められる場合である。不作為による欺罔行為としては，一定の事実を告知しないこ
とによって被害者がすでに陥っている錯誤を利用する場合が考えられる。不作為に
よる欺罔行為の場合には，告知義務が認められなければならないと解されるⅹⅰ。
ところで，同様に事実の不告知であるにもかかわらず，不作為による欺罔行為と
区別される，「挙動による欺罔行為」というものがある。これは，例えば，最初から
支払意思・能力がないにもかかわらず，食堂で注文して飲食する場合には，注文の
際には支払意思を伴うのが通常であるから，支払意思があるかのように装って注文
すること自体を作為による欺罔行為と理解するものであるⅹⅱ。今回の事案においても，
身分を秘しての申込み行為，つまり，自己が暴力団員であることを告知しないです
る申込みが「挙動による欺罔行為」として認められるかどうかが争点になったⅹⅲ。結
果的には，①事件では「挙動による欺罔行為」が認められず，②事件ではそれが認
められている。②事件において不告知が挙動による欺罔行為と認められる根拠は何
にあったのであろうか。また，前述のように，判例おいては欺罔行為の判断に欺罔
した事実が判断の基礎となる重要事項かどうかを検討するのであるが，この基準は
「挙動による欺罔行為」を認める場合にも影響するのであろうか。
「挙動による欺罔行為」を認めた②事件においては，①事件にはない事実として，
ゴルフ倶楽部の会員になる際に，暴力団関係者と関係がないことを入会条件とし，
そのようなアンケートの実施や誓約書を書かせている点が認められる（②事件–ⅰ）。
決定理由においても，この事実が認められることによって，「入会の際に暴力団関
係者の同伴・紹介をしない旨誓約していた本件ゴルフ倶楽部の会員であるＹが同伴
者の施設利用を申し込むこと自体，その同伴者が暴力団関係者でないことを保証す
る旨の意思を表している」とされる。挙動による欺罔行為の典型例を無銭飲食事案
とし，無銭飲食における注文が代金支払を当然の前提とすることと対比的に捉える
ならば，暴力団員でないことがゴルフ施設利用申込みの際の「通常」になっていな
ければならないと考えられようⅹⅳ。そして，このような観点からすれば，②事件にお
けるゴルフ倶楽部の対応としての事前の会員登録・誓約書の存在と，実際の利用者
に暴力団関係者の利用を拒絶するべく積極的に様々な方策に取り組んでいたという
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事実（②事件–ⅲ）をもって，②事件においては，施設利用申込みの際の「通常」
として暴力団関係者が存在しないことを認め，よって「挙動による欺罔行為」を基
礎づけたものと考えることができよう。しかしながら，①事件においてもゴルフ会
員契約の細則・誓約には，同様に暴力団員関係者を拒絶する旨の規定がある（①事
件–ⅲ）ことから，事前の会員契約だけで直ちに「挙動による欺罔行為」を認める
わけではない。①事件では，ゴルフ場がこれらの規定に実効性を持たせるような対
応をしていなかったという事実が認められている（①事件–ⅲ）のである。事前の契
約に暴力団関係者の施設利用を拒絶することについて，ゴルフ場側が実効性をもた
せるべく取り組んでいないことが，「挙動による欺罔行為」を認めない理由になっ
ていると考えられるⅹⅴ。
判例は，「欺く行為」の認定に際し，相手方が財物交付ないし財産的処分するか
否かの判断を左右するようなものかどうかという意味で，「重要事項」を問題とす
るとされるⅹⅵ。①事件の最高裁以外では，両事件の全ての裁判所において暴力団員で
あることがゴルフ施設利用許否の判断にとっての「重要事項」として認められてい
る。②事件の最高裁決定では，「重要事項」かどうかが欺罔行為を認めた理由の一
つのようにも読めるが，必ずしも明らかではない。欺むこうとした情報が「重要事
項」に当たらないならば，欺罔行為にもならないと捉えれば，「重要事項」は欺罔
行為の一要件と言えよう。①事件の最高裁では，「重要事項」に言及することなく，
欺罔行為を認めていない。「重要事項」を判断するまでもなく欺罔行為として認め
られないならば，重要事項について言及する必要がないのであるから当然とも言え
る。しかし，この重要事項の論点は，欺罔行為か否かに影響を及ぼすであろうが，
挙動による欺罔行為か否かの判断には影響を及ぼしていないものと見るべきであ
る。挙動による欺罔行為か否かは，一定の事実の不告知が，取引の通常形態として
認められているものかどうかによるものと考えるべきである。
なお，財物交付ないし財産的処分の許否判断にとっての「重要事項」という意味
であれば，素直に考えると，むしろ詐欺罪を個別財産に対する罪と位置づけた場合
の個別財産侵害の有無に結び付くように思われるⅹⅶ。
⑶　身分を秘する行為における詐欺罪の故意
詐欺罪の故意とは，欺くことの認識・認容と，被害者の錯誤に基づく財物交付な
いし不法に財産的利益を得ることの認識・認容である。
ところで，②事件の１審では，詐欺罪の故意について，暴力団員であることがゴ
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ルフ施設にとって施設利用の許否を判断する「重要事項」であることの認識を要す
ると解し，被告人にその認識が認められないとして，詐欺罪の故意を否定した。こ
の思考は，欺罔行為の定義を財産的処分行為の判断の基礎となる重要事項を偽るこ
ととすると，とくに「挙動による欺罔行為」のような不告知の場合には，「財産的
処分行為の判断となる重要事項である」との認識がなければ，「偽る」ことになら
ないと考えているように思われる。これに対し，②事件の2審では，「被告人が，自
分が暴力団構成員であることが発覚すると本件ゴルフ倶楽部から入場や施設利用を
拒絶されること（欺罔対象事項の重要性），及び，それを承知しながら，Ｙが，そ
の情を秘すなどそれが露見しないような手段を用いてゴルフ場利用契約締結するこ
と（実行行為についての認識）のそれぞれにつき，少なくとも未必的認識があれば
たりるというべき」とし，行為者において，重要事項についての認識は未必的で足
りると理解している。
未必的故意も故意たり得るとする判例の立場からすれば，詐欺罪の故意として重
要事項についての認識を要求したとして，それについても未必的認識で足りること
になろう。②事件の最高裁ではこの点について触れていないことから，２審判断が
故意を認めたことについて是認しているものと考えられる。
⑷　相当対価を支払った場合における財産的損害と「欺く行為」との関係
詐欺罪の成立を認めた②事件の最高裁は，「詐欺罪にいう人を欺く行為にほかな
らず，これによって施設利用契約を成立させ，Ｙと意を通じた被告人において施設
利用をした行為が刑法246条２項の詐欺罪を構成することは明らかである」とする
のみで，被害者にどのような財産的損害を与えたかは明示していない。判例は，詐
欺罪の成立に財産的損害を不要と考えているのであろうか，あるいは何らかの財産
的損害を認めた上で，詐欺罪の成立を肯定しているのであろうか。
①事件１審，２審において，また，②事件においても，利用者が暴力団員である
という事実はゴルフ施設利用の許否についての重要事項とされ，例えば，②事件で
は「被告人が暴力団員であることが分かれば，その施設利用に応じることはなかっ
た」という事実認定がなされている（②事件–ⅲ）。この点からすると，判例は形式
的個別財産説に依拠するものと理解するのが整合的であろうⅹⅷ。
一方，詐欺罪の成立要件として財産的損害を要すべきとの視点から，本件事案の
ように身分の秘匿による施設利用事案について，相当対価が支払われている場合に
は，詐欺罪の成立を認めるべきではないとの主張が見られることは先に述べた通り
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である。ゴルフ場経営者は，ゴルフ場の利用者が暴力団員であることをもって直ち
に財産的損害を被るわけではないというⅹⅸ。②事件では，ゴルフ倶楽部側が，「ゴル
フ場が暴力団関係者の施設利用を拒絶するのは，利用客の中に暴力団関係者が混在
することにより，一般利用客が畏怖するなどして安全，快適なプレー環境が確保で
きなくなり，利用客の減少につながることや，ゴルフ倶楽部としての信用，格付け
等が損なわれることを未然に防止する意図によるものであって，ゴルフ倶楽部の経
営上の観点からとられている措置である」としているが，被告人らは暴力団員とは
分からないように施設を利用したのであり，一般利用客を畏怖させるようなもので
はない。また，暴力団員がトラブルを起こし，「一般利用客が畏怖」し，「利用客の
減少につながることや，ゴルフ倶楽部としての信用，格付け等が損なわれ」たとし
ても，それは，業務妨害罪を構成するものであり，詐欺罪ではないと考えられるⅹⅹ。
詐欺罪の財産犯という側面から実質的な財産上の損害を必要と解するⅹⅹⅰならば，この
批判は的を射たものといえるように思われる。
とはいえ，詐欺罪を形式的個別財産説によって理解することに妥当性が一切ない
ともいえないように思われる。「真実を知っていれば」，「売らなかった（買わなかっ
た）」という公式は，個人にとっての基本的な価値基準に基づくものであるように
思われる。商取引における交換価値は取引参加者が決定するのであり，市場価格相
当であるから財産的損害がないというのも言い過ぎのように感じるのである。
ところで，本件各ゴルフ施設の利用の場合の素朴な疑問点は，ゴルフ施設として
暴力団関係者の利用を拒絶する理由についてである。裁判所の認定では，先に挙げ
たように，暴力団関係者が利用するとトラブルを起こしたり，そのことが利用客の
減少をもたらすといったことが挙げられており，この事情も暴力団関係者の施設利
用を拒否する理由として一理あると思われるが，例えば，マナーを守ってトラブル
を起こさない暴力団員には見えない暴力団員と，トラブルを起こす，暴力団員では
ない暴力団員風の者であれば，後者の方がゴルフ施設にとって害がある。暴力団関
係者だと分からないような者であれば，一般の利用客も気付かず，ゴルフ倶楽部の
信用も下がらないのではなかろうか。この思考方法を是認するであれば，暴力団員
という属性よりも，むしろ，トラブルを起こす者の利用を避けるべきであり，トラ
ブルを起こすことを秘してゴルフ施設を利用した者こそが詐欺罪になるように思わ
れる。それでは，暴力団関係者を拒絶する本当の理由はどこにあるのであろうか。
それは，各都道府県が定める暴力団排除条例によるものであろう。例えば，東京都
の暴力団排除条例では，暴力団への活動を助長するような行為が禁止されておりⅹⅹⅱ，
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その違反者に対しては，勧告や公表もなされうるⅹⅹⅲ。事業主の立場で考えると，暴力
団排除のために取り組んでいなければ，都道府県によってその事実が公表され，事
業の「信用，格付け等が損なわれ」ることになりかねないⅹⅹⅳ。各都道府県が暴排条例
を定め，暴力団を排除すべく取り組むことは正しい方向性だと思われるが，暴力団
排除のために暴力団関係者が商取引に関与すると詐欺罪が成立するのだとすると，
それは実体としては財産罪ではなく，暴力団排除のための何らかの犯罪となってい
るように思われる。
５．結語
⑴　以上の考察から，判例は，身分の秘匿による施設利用事案において，「挙動
による欺罔行為」を認めるのに，当該ゴルフ倶楽部の諸々の取組みによって暴力団
関係者を排除することが施設利用者に明らかになっており，ゴルフ施設利用申込み
それ自体が暴力団関係者がいないことを意味するような契約，実体を備えていなけ
ればならないことが読み取れる。
その上で，施設利用者には詐欺の故意，つまり暴力団員であることがゴルフ施設
側に知られるとその利用を拒絶されることを認識しており，それを告知しないこと
によって施設を利用する意思が必要である。そして，事実を告知されていれば，施
設の利用を許諾しなかったという場合には，相当対価が支払われたとしても，詐欺
罪が成立すると解されよう。このように捉えると，この二つの判例は，従来の判例
の立場に沿いつつ，具体的な事例において欺罔行為を認めるだけの実体があるかど
うかを検討し，その意味で実務に一定の方向性を示したものとしての意義が認めら
れる。
しかしながら，「挙動による欺罔行為」の判断基準として，取引関係者間におい
て，一定の事実を告知しないことが当該事実がないことを意味する程度に通常の取
引形態が認められるかどうか，そして，そのために被害者側がどのような取り組み
をしているかを考慮しなければならないということには疑問を感じる。むしろ，一
定の事実を告知するような契約および取引申込みの形態をとり，不告知事案につい
ては不作為による欺罔として理解した方が自然であるように思われる。ゴルフ場の
利用申込み者が暴力団関係者でないのが通常であることにはならないのであれば，
ゴルフ施設側で利用者を選別するしかなく，それに協力しない利用者の利用を許否
するという関係が認められるべきである。この場合，ゴルフ倶楽部は，その利用者
に対し，利用の度に暴力団関係者ではないことを確認するのであるから，これを欺
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けば，作為による欺罔であるし，告知しないのであれば，不作為による欺罔と区別
されることになる。
また，詐欺罪を暴力団排除のために利用し，そのための解釈を行うのであれば，
それは詐欺罪の本質についての理解，解釈を財産罪から変質させることになるので
はないかといった疑問が生じる。
⑵　この二つの判例の射程を考える際にも，「暴力団関係者による」行為という
行為者の属性を詐欺罪成否の基準の中に組み込まれていると考えるべきかどうかが
問題である。本件においても，そもそも暴力団排除・取締りという目的があると思
われるのだが，暴力団関係者だから詐欺罪が成立し，そうでない者には同種同様の
事実が認められても，詐欺罪が成立しないと考えるのであれば，法的安定性がない
ように思われる。
例えば，近年では，プール，温泉施設，海水浴場などで入れ墨を入れている者の
入場を拒否する例が多く見られる。従来，入れ墨が入っている者には暴力団関係者
を推知させるが，必ずしも暴力団関係者とは限らない。最近では，ファッションで
入れ墨を入れる者も増えているように思われる。この種の施設においても，入れ墨
者の入場を拒否すべく積極的に取り組む施設においては，今回の事案と同様に，そ
の事実を秘して入場する者に２項詐欺罪が成立することになろう。しかし，入れ墨
者が暴力団関係者ではないことを理由として２項詐欺罪の成立を否定するのであろ
うか。そうであれば，本件判例は「暴力団関係者による身分秘匿」が意味を持つこ
とになり，このような解釈には賛成できない。
注
ⅰ 最高裁平成26年３月28日判決・刑集63巻３号582頁（以下，「①事件」という）および最高裁
平成26年３月28日決定・刑集63巻３号646頁（以下，「②事件」という）。両判例を比較した評
釈として，前田雅英「詐欺罪の欺く行為と『重要な事実』」捜査研究63巻６号22頁，城裕一郎
「暴力団関係者によるゴルフ場利用詐欺事件」捜査研究63巻７号31頁，松井洋「暴力団員のゴ
ルフ場施設利用についての詐欺罪の成否」警察学論集67巻８号144頁，香月裕爾「反社会的勢
力によるゴルフ場利用・預金口座開設と詐欺罪の成否」NBL-Aquare1024号５頁，伊藤渉「暴
力団関係者の利用を禁止しているゴルフ場において暴力団関係者であることを申告せずに施設
利用を申し込む行為が，詐欺罪にいう人を欺く行為には当たらないとされた事例」，同「暴力
団関係者の利用を禁止しているゴルフ場において暴力団関係者であることを申告せずに施設利
用を申し込む行為が，詐欺罪にいう人を欺く行為には当たるとされた事例」刑事法ジャーナル
42号97頁，白井智之「暴力団関係者による利用が禁止されているゴルフ場施設において，暴力
団員が其飲み分を秘して当該施設を利用した行為について，詐欺利得罪の成否の判断が分かれ
た事例」研修798号15頁，林美月子「暴力団関係者であることを申告せずにゴルフ場の施設を
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申し込む行為と詐欺罪の成否」平成26年度重要判例解説167頁などがある。
ⅱ 宮崎地裁平成24年５月21日判決・刑集68巻３号628頁。
ⅲ 福岡高裁宮崎支部平成24年12月６日判決・刑集68巻３号636頁。
ⅳ 名古屋地裁平成24年４月12日判決・刑集68巻３号674頁。
ⅴ 名古屋国際平成25年４月23日判決・刑集68巻３号686頁。
ⅵ 一般に詐欺罪は個別財産に対する罪として理解されているが，全体財産に対する罪として位
置づけるべきとの主張もある（林幹人『刑法各論［第２版］』（東京大学出版会，2007年）142頁
以下）。また，個別財産に対する罪と理解しても，その財産的損害の理解については，学説の錯
綜するところである。
ⅶ 松宮孝明「暴力団員のゴルフ場利用と詐欺罪」『刑法理論の探求と発見 - 斉藤豊治先生古稀祝
賀論文集』（成文堂，2012年）166頁，笹井武人「暴力団排除における詐欺罪適用の限界」『野村
実先生古稀祝賀論文集』（成文堂，2015年）339頁以下，松原芳博『刑法各論』（成文堂，2016年）
283頁。
ⅷ 山口厚『刑法各論［第２版］』（有斐閣，2010年）267頁。これに対し，判例においても何ら
かの財産的損害は考慮されているとの指摘もある（松宮・前掲注ⅶ）154頁以下）。
ⅸ 団藤重光『刑法綱要各論［第三版］』（創文社，1990年）611頁。
ⅹ 最高裁平成19年７月17日決定・刑集61巻５号521頁，最高裁平成22年７月29日決定・刑集64
巻５号829頁。
ⅹⅰ 大判大正６年11月29日・刑録23輯1449頁参照。
ⅹⅱ 最決昭和30年７月７日・刑集９巻９号1856頁参照。これを不作為による欺罔として捉える見解
もあるが（小野清一郎『新訂刑法講義各論（第３版）』（有斐閣，1949年）253頁，斉藤金作『刑法
各論（全訂版）』（有斐閣，1969年）287頁），通説は「挙動による欺罔行為」を認める（団藤・
前掲注ⅸ）612頁，大塚仁『刑法概説（各論）［第三版増補版］』（有斐閣，2005年）244頁，大谷
實『刑法講義各論（新版第４版）』（成文堂，2013年）252頁，佐久間修『刑法各論［第２版］』
（成文堂，2012年）220頁，高橋則夫『刑法各論　第２版』（成文堂，2014年）305頁以下，西田
典之『刑法各論［第６版］』（弘文堂，2012年）194頁以下，山中啓一『刑法各論［第３版］』（成
文堂，2015年）349頁以下，山口・前掲注ⅷ）253頁以下など参照）。
ⅹⅲ 不作為による欺罔ではなく，挙動による欺罔行為という作為犯として構成されている理由は
どちらの事件においても示されていないのであるが，検察側の立証として不作為による欺罔の
場合には告知義務の発生根拠を示さなければならなくなるという点が挙げられるかもしれない
（白井・前掲注ⅰ）23頁，同注（12）参照）。
ⅹⅳ ゴルフ場の利用申込みに際して，利用者が暴力団員でないことが通常の申込み形態であると
は，現状では考えられていないと思われる（松宮・前掲注ⅶ）164頁以下）。そうだとすると，
②事件におけるゴルフ倶楽部に特有の事情として認められたと考えることになるが，一施設に
おける特別な取組みがなされることによって「挙動による欺罔行為」を認めることには，不告
知が通常の取引形態として一般化している場合と言って良いのか疑問を感じる。
ⅹⅴ 事前の誓約のみで欺罔行為を認めることに疑問を呈し，②事件においては，被告人が自署す
べき申込書に自署せず，またフロントにも立ち寄らないようにするなど，相手方に確認機会を
与えなかったことを捉えて欺罔行為を認めるべきとの見解も見られる（伊藤・前掲注ⅰ）103頁
以下）。
ⅹⅵ 白井・前掲注ⅰ）20頁以下，林美月子・前掲注ⅰ）168頁以下参照。
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ⅹⅶ 形式的個別財産説は，被害者が真実を知っていれば財物交付をしなかったであろうという場
合には，たとえ相当対価の支払いがあったとしても詐欺罪の成立を認める見解である（団藤・
前掲注ⅳ）619頁）。この見解では，財産的な価値の減少ではなく，被害者が財物交付ないし財
産的処分に応じない理由があったかどうかが問題であり，すなわち判例のいうところの重要事
項について錯誤があったかどうかということになるように思われる。なお，林幹人・前掲注ⅵ）
143頁以下参照。
ⅹⅷ 林幹人「詐欺罪の現状」判例タイムズ1272号（2008年）63頁参照。
ⅹⅸ 松宮・前掲注ⅶ）164頁以下。
ⅹⅹ 松宮・前掲注ⅶ）166頁，笹井・前掲注ⅶ）339頁以下。
ⅹⅹⅰ 実質的個別財産説に依拠し，何らかの財産上の損害を経済的評価との関係で認めるのであれ
ば，本件事案においては損害が認められなくなるように思われる（西田・前掲注ⅹⅱ）203頁以
下，伊藤渉「詐欺罪における財産的損害（２）」警察研究63巻５号28頁以下参照）。なお，実質
的個別財産説は，全体財産に対する罪と位置づける見解と相違ないとの指摘もある（林幹人・
前掲注ⅵ）144頁）。
ⅹⅹⅱ 東京都暴力団排除条例24条，25条。
ⅹⅹⅲ 東京都暴力団排除条例27条，29条。
ⅹⅹⅳ 各都道府県に暴排条例違反とされないように民間事業主が暴力団関係者の施設利用を拒否す
るのであれば，取引拒絶の理由を行政が作っていることになる。民間事業者は，実際はどうで
あれ，建前上は暴力団関係者との取引きを是認するわけがなく，暴力団関係者だと知っていれ
ば，その取引を行わなかったと主張するのではなかろうか。
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